
日医発第 22 号（地域） 

 令 和 ５ 年 ４ 月 ４日 

 都道府県医師会 
担 当 理 事 殿 

日本医師会常任理事      
                          釜 萢  敏 

（公印省略） 
 
 

新型コロナウイルス感染症に関する検体採取、ワクチン接種等の取扱いについて 
（歯科医師等による実施、看護師・准看護師の労働者派遣について） 

 
 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 
 今般、厚生労働省医政局長等より、都道府県衛生主管部(局)長等宛に標記に関する通知が

発出されるとともに、本会に対しても周知方依頼がありました。 
 
1. 歯科医師による鼻腔・咽頭拭い液の採取の実施、歯科医師・臨床検査技師・救急救命士

によるワクチン接種のための筋肉内注射の実施について 

 上記については、必要な医師や看護師等を確保できない等の一定の条件下であれば、時

限的・特例的な取扱いとして、医師法第１７条との関係では違法性が阻却され得るものと

考えられるとされてきました。 
 今般の通知では、現時点での接種回数や令和５年５月以降の状況に鑑み、必ずしも医師

や看護師等が確保できない状況ではなくなっているとして、令和５年４月１日以降、時限

的・特例的な取扱いを要する状況は脱したとの判断が示されています。 
 
2. へき地以外のワクチン接種会場および臨時の医療施設への看護師等の労働者派遣に関す

る特例措置の廃止について 

上記については、労働者派遣法施行規則附則により特例措置として認められてきました

が、令和５年３月３１日をもって廃止されました。ただし、臨時の医療施設への労働者派

遣については、入院患者への医療の提供に支障が生じないよう５月７日までは経過措置と

して認められるとのことです。 
 なお、へき地に所在するワクチン接種会場、臨時の医療施設への労働者派遣については

今後も可能です。 
  

 つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知賜りますとともに、貴会管下郡

市区医師会等への周知方につき、ご高配賜りますようよろしくお願い申し上げます。 
 



 
＜送付資料＞ 

 新型コロナウイルス感染症に関する PCR 検査のための鼻腔・咽頭拭い液の採取の歯科医

師による実施及びワクチン接種のための筋肉内注射の歯科医師、臨床検査技師及び救急

救命士による実施について（令和５年３月３１日付 厚生労働省医政局長・健康局長通

知） 
 

 労働者派遣事業の適性な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律施行規則の一

部を改正する省令の公布・施行について（令和５年３月３１日付 厚生労働省医政局

長・健康局長・職業安定局長通知） 
 



 

医政発 0331 第 15 号 

健 発 0331 第 11 号 

令和５年３月 31 日 

 

公益社団法人 日本医師会会長 殿 

 

厚生労働省医政局長 

厚生労働省健康局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症に関するＰＣＲ検査のための鼻腔・咽頭拭い液の採

取の歯科医師による実施及びワクチン接種のための筋肉内注射の歯科医師、臨

床検査技師及び救急救命士による実施について（周知） 

 

 

平素より、厚生労働行政に御理解、御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

医療関係者の皆様におかれましては、検体採取やワクチン接種等に御尽力をい

ただいており、心からの感謝と敬意を申し上げます。 

 標記について、別紙のとおり、各都道府県、市町村、特別区衛生主管部（局）

長宛て通知しましたので、その内容について御了知いただきますようお願いい

たします。 

なお、感染症発生・まん延時に、厚生労働大臣及び都道府県知事の要請によ

り医師・看護師等以外の一部の者が検体採取や注射行為を行うことができる枠

組みを整備する、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等

の一部を改正する法律（令和４年法律第 96 号）第 13 条の規定による改正後の

新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号）については、

令和６年４月１日に施行予定です。 

 



（別紙） 

医政発 0331第 14号 

健発 0331 第 10 号 

令和５年３月 31 日 

 

   都道府県  

各 市 町 村  衛生主管部（局）長 殿 

   特 別 区 
 

 

厚生労働省医政局長 

厚生労働省健康局長 

（ 公 印 省 略 ） 
 
 

新型コロナウイルス感染症に関するＰＣＲ検査のための鼻腔・咽頭拭い液の採取の歯科医

師による実施及びワクチン接種のための筋肉内注射の歯科医師、臨床検査技師及び 

救急救命士による実施について（周知） 
 
 

新型コロナウイルス感染症に関するＰＣＲ検査のための鼻腔・咽頭拭い液の採取の歯科

医師による実施及びワクチン接種のための筋肉内注射の歯科医師、臨床検査技師及び救急

救命士による実施については、これまで、「新型コロナウイルス感染症に関するＰＣＲ検

査のための鼻腔・咽頭拭い液の採取の歯科医師による実施について」（令和２年４月 27日

付け厚生労働省医政局医事課・厚生労働省医政局歯科保健課連名事務連絡）、「新型コロ

ナウイルス感染症に係るワクチン接種のための筋肉内注射の歯科医師による実施について」

（令和３年４月 26日付け厚生労働省医政局医事課・厚生労働省医政局歯科保健課・厚生労

働省健康局予防接種室連名事務連絡）及び「新型コロナウイルス感染症のワクチン接種を

推進するための各医療関係職種の専門性を踏まえた対応の在り方等について」（令和３年

６月４日付け医政発 0604第 31号・健発 0604第 17号・薬生発 0604第６号厚生労働省医政

局長・厚生労働省健康局長・厚生労働省医薬・生活衛生局長連名通知）（以下「通知等」と

いう。）にて、必要な医師や看護師等を確保できない等の一定の状況下であれば、新型コ

ロナウイルス感染症に関するＰＣＲ検査のための鼻腔・咽頭拭い液の採取を歯科医師が行

うこと及びワクチン接種のための筋肉内注射を歯科医師、臨床検査技師及び救急救命士が

行うことは、時限的・特例的な取扱いとして、医師法（昭和 23 年法律第 201 号）第 17 条

との関係では違法性が阻却され得るものと考えられる旨をお示してきたところである。 

しかしながら、現時点で接種回数は、令和４年 12月には１日最大 110万回であったもの

が１日 10万回程度で推移していることや、令和５年５月から、ワクチン接種の対象者が重

症化リスクのある高齢者等となること等に鑑みると、通知等を発出した当時と異なり、ワ

クチン接種を進めるために、必ずしも医師や看護師等が確保できない状況ではなくなって

いることから、令和５年４月１日以降、時限的・特例的な取扱いを要する状況は脱したと

思料するので、関係者の皆様におかれては、適切な対応を図られたい。貴職におかれては、

その旨、十分御了知の上、関係者等に周知をお願いする。 

なお、へき地以外のワクチン接種会場への看護師等の労働者派遣の特例措置についても、

令和５年３月 31日を以て廃止される。 
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医政発 0331 第５号 

健 発 0 3 3 1 第 ６ 号 

職 発 0331 第 59 号 

令和５年３月 31 日 

 

 

 

都道府県知事  

各 市 町 村 長 殿 

  特 別 区 長 

 

厚 生 労 働 省 医 政 局 長 

厚 生 労 働 省 健 康 局 長 

厚 生 労 働 省 職 業 安 定 局 長 

（   公  印  省  略   ） 

 

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律施行

規則の一部を改正する省令の公布・施行について 

 

 「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律

施行規則の一部を改正する省令」（令和５年厚生労働省令第 45号。以下「改正省

令」という。）が昨日公布され、令和５年４月１日に施行予定である。 

その改正の概要は下記のとおりであるので、御了知の上、管内市町村、関係団

体等にその周知徹底を図り、その円滑な運用に万全の対応をしていただくよう

お願いしたい。 

なお、改正省令の内容については、別紙を参照されたい。 

 

記 

 

１ へき地以外のワクチン接種会場への看護師等の労働者派遣に係る特例措置

の廃止 

 

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律施

行規則（昭和 61 年労働省令第 20 号。以下「労働者派遣法施行規則」という。）

附則第４項において、新型コロナウイルス感染症のワクチン接種業務に係る人

材確保のための特例措置として、看護師及び准看護師（以下「看護師等」という。）
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が行う保健師助産師看護師法（昭和 23年法律第 203号）第５条及び第６条に規

定する業務のうち、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

等の一部を改正する法律（令和４年法律第 96 号）附則第 14 条第１項の規定に

より同法第５条の規定による改正後の予防接種法（昭和 23 年法律第 68 号）第

６条第３項の規定により行われたものとみなされた厚生労働大臣の指示に基づ

く予防接種に係る業務については、厚生労働大臣が指定する期日又は期間に限

り、当該予防接種を行う病院等について労働者派遣を行うことができることと

している。今般、令和５年４月１日以降について、必ずしも看護師等が確保でき

ない状況ではなくなっていることから、同年３月 31日をもって当該特例措置を

廃止することとする。 

なお、 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する

法律施行令（昭和 61年政令第 95号。以下「労働者派遣法施行令」という。）第

２条第１項の規定により、同条第２項に規定するへき地に所在するワクチン接

種会場への看護師等の労働者派遣については、令和５年４月１日以降も、引き続

き可能である。 

 

２ へき地以外の臨時の医療施設への看護師等の労働者派遣に係る特例措置の

廃止 

 

労働者派遣法施行規則附則第５項において、新型インフルエンザ等対策特別

措置法（平成 24年法律第 31号）第 31条の２第１項に規定する臨時の医療施設

（以下「臨時の医療施設」という。）における看護師等の人材確保のための特例

措置として、看護師等が臨時の医療施設において行う保健師助産師看護師法第

５条及び第６条に規定する業務のうち、新型コロナウイルス感染症に係る業務

については、令和５年３月 31日までの間に限り、臨時の医療施設について労働

者派遣を行うことができることとしている。今般、令和５年３月 31日が到来す

ることから、当該規定を削除するとともに、臨時の医療施設の入院患者への医療

の提供に支障が生じないよう、同年５月７日までは労働者派遣を行うことがで

きることとする経過措置を設ける。 

なお、 労働者派遣法施行令第２条第１項の規定により、同条第２項に規定す

るへき地に所在する臨時の医療施設への看護師等の労働者派遣については、令

和５年５月８日以降も、引き続き可能である。 
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